静岡市家具等固定推進事業費補助金交付要綱

　静岡市家具等固定推進事業費補助金交付要綱（平成16年４月１日適用）の全部を改正する。

（趣旨）

第１条　静岡市は、予想される東海地震に備え、震動による家具等の転倒及び移動に起因する圧死、負傷等の被害を未然に防ぐため、高齢者等が居住する住宅において、家具等を固定する工事を実施する者に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、静岡市補助金等交付規則（平成15年静岡市規則第44号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（補助対象者）

第２条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲げる世帯のいずれかに属する者とする。
（１）属する者のすべてが65歳以上である世帯

（２）65歳以上である者が属する世帯であって、属する者のうち65歳未満である者が18歳未満である者（15歳以上である者にあっては、就学している者に限る。）に限られるもの
（３）属する者のいずれかが、次のいずれかに該当する世帯

ア　身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第４条に規定する身体障害者（身体障害の程度が同法に基づく障害等級の１級又は２級に該当する者に限る。）

イ　知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）に規定する知的障害者（療育手帳制度要綱（昭和48年９月27日付け厚生省発児第156号厚生事務次官通達）による療育手帳の交付を受けている者に限る。）

ウ　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第５条に規定する精神障害者（同法第45条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者に限る。）

エ　介護保険法（平成９年法律第123号）第19条第１項の要介護認定又は同条第２項の要支援認定を受けている者
（補助事業）

第３条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲げる要件を満たす事業であって、市長が必要があると認めるものとする。
（１）補助対象者が居住する住宅において家具等を固定する工事を実施する事業であること。

（２）次に掲げる者のいずれかが、工事が完了した後に当該固定された家具等の安全性を確認する事業であること。

　　ア　建築大工技能士（職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第44条第２項の技能検定（同項の検定職種が職業能力開発促進法施行令（昭和44年政令第258号）別表第１に掲げる建築大工である技能検定に限る。）に合格した者をいう。）
　　イ　静岡県耐震診断補強相談士等（静岡県知事が静岡県耐震診断補強相談士として認定した者又はこれと同等の知識を有すると市長が認める者をいう。）
　　ウ　建築士（建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第１項の建築士をいう。）
（補助対象経費）

第４条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業に要する経費（固定する家具等の数は、４を限度とする。）であって、市長が必要があると認めるものとする。
（補助金の額）

第５条　補助金の額は、補助対象経費の額に３分の２を乗じて得た額と、4,000円と2,000円に家具等の数を乗じて得た額の合計額を比較して少ない方の額とする。
２　前項の補助金の額に100円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てるものとする。

（交付の申請）

第６条　補助金の交付を受けようとする者は、家具等固定推進事業費補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。

（１）補助対象経費の見積書の写し

（２）前号に掲げるもののほか、市長が必要があると認めるもの

（交付の決定）

第７条　市長は、前条の規定による申請があった場合には、法令、予算等に照らしてその内容を審査し、必要があると認めるときは、現地調査等を行い、補助金の交付を決定したときは、家具等固定推進事業費補助金交付決定通知書（様式第２号）により当該申請者に通知するものとする。
　（変更、中止又は廃止の承認申請）

第８条　前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業を変更し、中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ家具等固定推進事業（変更・中止・廃止）承認申請書（様式第３号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。
　（変更、中止又は廃止の承認）

第９条　市長は、前条の規定により承認の申請があったときは、その内容を審査し、承認すべきと認めたときは、家具等固定推進事業（変更・中止・廃止）承認通知書（様式第４号）により補助事業者に通知するものとする。
（実績報告）

第10条　補助事業者は、当該補助事業が完了したときは、家具等固定推進事業完了実績報告書（様式第５号）に次に掲げる関係書類を添えて、当該完了の日から起算して30日を経過した日又は補助金の交付の決定のあった日の属する年度の３月31日のいずれか早い日までに、市長に提出しなければならない。

（１）補助対象経費の領収書の写し

（２）前号に掲げるもののほか、市長が必要であると認めるもの

（補助金の額の確定）

第11条　市長は、前条の規定による実績報告書を受理した場合は、その内容を審査し、必要があると認めるときは、現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の成果が補助事業の決定の内容及びこれに付した条件に適合するかどうか調査し、適合すると認めるときは交付すべき補助金の額を確定し、家具等固定推進事業費補助金交付確定通知書（様式第６号）により、補助事業者に通知するものとする。
（請求）

第12条　前条の規定による確定通知書を受けた者は、当該通知書を受けた日から起算して10日以内に家具等固定推進事業費補助金交付請求書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。

（雑則）

第13条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成22年度の補助金から適用する。

　　　附　則
　この要綱は、平成24年度の補助金から適用する。

附　則
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
附　則

この要綱は、令和３年９月１日から施行する。
附　則

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
様式第１号（第６条関係）　

（表面）
家具等固定推進事業費補助金交付申請書

　　年　　月　　日　　

　　　（宛先）静岡市長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒（　　　－　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ﾌﾘｶﾞﾅ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　氏名　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

　補助金の交付を受けたいので、静岡市家具等固定推進事業費補助金交付要綱第６条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。

	１　住宅の所有者
	住所
	

	
	氏名
	

	２　持ち家・借家
	□持ち家　・　□借家（大家の承諾を受けました。）

	３　補助対象経費
	　　　　　　　　　　円　　　
	家具等の数
	

	４　固定する家具等の内訳
	

	５　家具等固定施工者
	住所
	

	
	氏名
	
	電話
	

	６　家具等固定確認予定者
	資格
	□建築大工技能士　・　□静岡県耐震診断補強相談士等

□（　　　　　　）建築士

	
	氏名
	
	電話
	

	７　仕入れに係る消費税額の

控除対象事業者
	□該当する　　・　□該当しない


様式第１号（第６条関係）　

（裏面）
高齢者等世帯が居住する住宅の居住者
	居住者１
	氏　　名
	

	
	生年月日
	　　　　　年　　月　　日　　（　　　）歳

	
	障害の内容
	□身体障害程度等級（□１級　・　□２級）

□介護保険（□要介護　・　□要支援）

□精神障害等

	居住者２
	氏　　名
	

	
	生年月日
	　　　　　年　　月　　日　　（　　　）歳

	
	障害の内容
	□身体障害程度等級（□１級　・　□２級）

□介護保険（□要介護　・　□要支援）

□精神障害等

	居住者３
	氏　　名
	

	
	生年月日
	　　　　　年　　月　　日　　（　　　）歳

	
	障害の内容
	□身体障害程度等級（□１級　・　□２級）

□介護保険（□要介護　・　□要支援）

□精神障害等

	居住者４
	氏　　名
	

	
	生年月日
	　　　　　年　　月　　日　　（　　　）歳

	
	障害の内容
	□身体障害程度等級（□１級　・　□２級）

□介護保険（□要介護　・　□要支援）

□精神障害等

	居住者５
	氏　　名
	

	
	生年月日
	　　　　　年　　月　　日　　（　　　）歳

	
	障害の内容
	□身体障害程度等級（□１級　・　□２級）

□介護保険（□要介護　・　□要支援）

□精神障害等


※　証明書類について

年金受給者証・運転免許証・健康保険証・障害者手帳等の写し

住所、氏名、生年月日が確認できる官公庁発行の書類の写し

　　学生証（15歳未満の者又は18歳未満で就学している者）の写し

様式第２号（第７条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　様

静岡市長　　　氏　　　　名　
家具等固定推進事業費補助金交付決定通知書

　　　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった静岡市家具等固定推進事業の補助金について、静岡市家具等固定推進事業費補助金交付要綱第７条の規定により、次のとおり交付を決定したので通知します。

１　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　交付の条件　　

様式第３号（第８条関係）

家具等固定推進事業（変更・中止・廃止）承認申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　　

　　　（宛先）静岡市長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒（　　　－　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ﾌﾘｶﾞﾅ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　氏名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

　　　　　年　　月　　日付け　　　　　　　　　　第　　号で静岡市家具等固定推進事業費補助金の交付決定を受けましたが、静岡市家具等固定推進事業費補助金交付要綱第８条の規定により、次のとおり（変更・中止・廃止）の承認を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

１　変更の内容

２　変更・中止・廃止の理由

様式第４号（第９条関係）　　　　　

第　　　　　号

年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　様

静岡市長　　　氏　　　　名　
　　　家具等固定推進事業（変更・中止・廃止）承認通知書
　　　　　年　　月　　日付け　　　　　　　　　　第　　　号で決定した静岡市家具等固定推進事業の（変更・中止・廃止）については、静岡市家具等固定推進事業費補助金交付要綱第９条の規定により、次のとおり承認したので通知します。

１　承認の内容
２　交付決定変更金額

様式第５号（第10条関係）

家具等固定推進事業完了実績報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　　

　　　（宛先）静岡市長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒（　　　－　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ﾌﾘｶﾞﾅ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　氏名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

　　　　　年　　月　　日付け　　　　　　　　　　第　　号により補助金の交付決定通知を受けた静岡市家具等固定推進事業が完了したので、静岡市家具等固定推進事業費補助金交付要綱第10条の規定により、次のとおり関係書類を添えて報告します。

	補助対象経費
	　　　　　　　　　　　　　　円

	家具等の内訳
	

	家具等固定施工者
	住所
	

	
	氏名
	
	電話
	

	施工後の確認者
	□
	建築大工技能士

	
	□
	静岡県耐震診断補強相談士等

	
	□
	（　　　　　　　）建築士

	
	氏名
	　　　　　　　　　　　　　　


＊添付書類　　補助対象経費の領収書の写し
様式第６号（第11条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　号　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　様

静岡市長　　　氏　　　　名　
家具等固定推進事業費補助金交付確定通知書
　　　　　　　年　　月　　日付け　　　　　　　　　　第　　　号で決定した静岡市家具等固定推進事業の補助金について、静岡市家具等固定推進事業費補助金交付要綱第11条の規定により、次のとおり交付を確定したので通知します。

１　交付確定額　　　　　  　　　　　円

様式第７号（第12条関係）

家具等固定推進事業費補助金交付請求書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　　

　　　（宛先）静岡市長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒（　　　－　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ﾌﾘｶﾞﾅ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　氏名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

静岡市家具等固定推進事業費補助金交付要綱第12条の規定により、次のとおり補助金の交付を請求します。

記

	１　請求金額

	
	請求金額
	
	
	
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２　振込先

	振込先金融機関
	金融機関名
	金融機関名

銀行・金庫
農協・漁協

	
	
	支店名

本店・支所
支店・出張所

	
	口座の種別
	　普 通　・　当 座　（該当を○で囲む）

	
	口座番号
	

	
	フリガナ
	

	
	口座の名義人
	



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


